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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
（1）連結経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成19年８月平成20年８月平成21年８月平成22年８月平成23年８月

売上高 （百万円） 40,251 58,216 17,138 16,071 9,075

経常利益又は経常損失(△) （百万円） 9,251 16,204△15,571 788 △516

当期純利益又は当期純損失(△) （百万円） 8,291 844 △26,705 667 △222

包括利益 （百万円） － － － － △216

純資産額 （百万円） 45,974 46,493 19,270 19,596 19,380

総資産額 （百万円） 125,851134,56960,411 51,615 46,395

１株当たり純資産額 （円） 99,059.18100,099.0040,988.0242,526.0942,056.93

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

（円） 17,994.161,831.76△57,952.041,448.63△482.86

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 36.3 34.3 31.3 38.0 41.8

自己資本利益率 （％） 19.9 1.8 － 3.5 －

株価収益率 （倍） 5.1 23.3 － 14.6 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △21,096△27,891 7,749 5,794 △1,997

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,703 502 2,158 197 △49

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 15,865 9,841△16,753△8,231 △2,482

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 32,002 14,727 7,924 5,822 1,292

従業員数 （名） 200 208 132 135 135
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在せず、また第18期及び第20期は１株当たり
当期純損失のため、記載しておりません。

３　第18期及び第20期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

（2）提出会社の経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成19年８月平成20年８月平成21年８月平成22年８月平成23年８月

売上高 （百万円） 29,363 14,492 10,343 10,416 5,347

経常利益又は経常損失(△) （百万円） 6,430 11,776△3,532 312 △618

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 9,898 2,750△20,815 260 △250

資本金 （百万円） 5,453 5,453 5,453 5,453 5,453

発行済株式総数 （株） 460,814460,814460,814460,814460,814

純資産額 （百万円） 34,656 37,064 16,018 16,279 16,029

総資産額 （百万円） 93,851 96,494 57,953 43,638 41,464

１株当たり純資産額 （円） 75,206.0880,433.1434,761.8535,327.8734,784.44

１株当たり配当額 （円） 500 500 － － －

１株当たり当期純利益又は当期
純損失(△)

（円） 21,480.605,969.14△45,171.29566.02△543.43

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 36.9 38.4 27.6 37.3 38.7

自己資本利益率 （％） 28.6 7.4 － 1.6 －

株価収益率 （倍） 4.3 7.2 － 37.5 －

配当性向 （％） 2.3 8.4 － － －

従業員数 （名） 153 146 78 77 75
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在せず、また第18期及び第20期は１株当たり
当期純損失のため、記載しておりません。

３　第18期及び第20期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載してお
りません。
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２ 【沿革】

年月 沿革

平成４年５月 主として収益不動産による資産運用及び資産形成コンサルティングを目的として、東京都新宿区

新宿一丁目に株式会社レーサムリサーチを設立。

平成４年８月 宅地建物取引業の免許取得。

平成５年３月 本社を東京都新宿区新宿六丁目に移転。

平成９年３月 大手都銀の担保付き不良債権を買取るにあたり、デューディリジェンス業務を開始。

平成10年11月本社を東京都新宿区西新宿二丁目６番１号に移転。

平成11年10月グローバル債権回収株式会社(現：連結子会社)を買収し、100％子会社化。

平成12年９月証券化を条件とした国有不動産の入札が初めて実施され、当社が落札。日本で初めてとなる国有財

産(不動産)証券化。

平成12年９月株式会社セムコーポレーションの発行済株式の90％を取得し、子会社化。

平成12年10月グローバル債権回収株式会社が格付機関フィッチIBCA社から商業用不動産担保ローンに係るスペ

シャルサービサーとして格付け「CSS３」を取得。

平成13年１月有限会社ギャレックを設立。

平成13年４月日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録。

平成14年６月有限会社ギャレック、貸金業者登録。

平成15年７月有限会社アセット・ホールディングスを設立。群馬県安中市のゴルフ場、プレスカントリークラブ

を取得。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年９月信託受益権販売業登録。

平成19年１月株式会社セムコーポレーションの全株式を譲渡。

平成19年５月投資顧問業者登録。

平成19年９月第二種金融商品取引業および投資助言・代理業に登録。

平成19年12月有限会社アセット・ホールディングスを株式会社アセット・ホールディングス（現：連結子会

社）に商号変更。

平成20年１月当社商号を株式会社レーサムリサーチから株式会社レーサムへ変更すると共に、本社を東京都千

代田区霞が関三丁目２番１号（現在地）に移転。

平成20年２月有限会社ギャレックを株式会社レーサム・キャピタル・インベストメント（現：連結子会社）に

商号変更。

平成20年４月株式会社アセット・ホールディングスが保有するゴルフ場、プレスカントリークラブの名称を

レーサム ゴルフ＆スパ リゾートに変更。

平成20年５月レーサム ゴルフ＆スパ リゾートにおいて、日本男子プロゴルフ界のトップトーナメントである

「日本プロゴルフ選手権大会」を開催。

平成22年２月株式会社レーサム・キャピタル・インベストメントがディー・アンド・ジーワン有限会社を吸収

合併。

　 株式会社アセット・ホールディングスが有限会社アセット・ソリューションを吸収合併。

平成22年10月大阪証券取引所JASDAQ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所NEO市場の各市場の統合に伴

い、「大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）」に株式を上場。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び国内子会社9社から構成されており、資産運用事業、証券化事業、プロパティマネジメント事

業、サービシング事業、投融資事業及びその他の事業を行っております。これらの事業の主な内容と各事業における当社

及び主要な関係会社の位置付け等は次のとおりであります。なお、報告セグメントと同一であります。

(1) 資産運用事業

当社を中心に、顧客向けに運用資産としての不動産の調達、改修、開発及び販売を行っています。また、創業来、当

社が蓄積した売買事例及び管理データを分析し、長期的な収益を見極めた上で、投資に係る最適な提案を顧客に

行っています。

顧客層は、個人富裕層を中心として、事業法人、国内外の機関投資家まで広がっており、顧客の投資ニーズに合わ

せて、物件種別では住宅から、オフィス、商業ビル、複合ビル及び開発案件まで、また価格帯も一億円程度から数十

億円まで、幅広い種類、価格帯の物件を提供するとともに、自己資金を活用した再開発案件にも取り組んでおりま

す。

創業以来、顧客層の拡大を課題に掲げ、特に個人富裕層においては高額給与所得者から会社経営者そして資産家

に至るまで、また機関投資家層においては国内の事業法人、金融機関、ならびに海外機関投資家まで、それぞれ多岐

に亘る顧客との取引実績を有しております。

(2) 証券化事業

当社が、国内外機関投資家及び個人富裕層向けに不動産私募ファンドの組成及び当該私募ファンドに対するア

セットマネジメント業務を行っております。当社のアセットマネジメントは、投資リスクに十分に配慮した保守的

な運用方針に基づいて運営しております。また、当社は、機関投資家との共同投資等も行ってまいりました。
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(3) プロパティマネジメント事業

当社及び当社グループが、主に資産運用事業において顧客に販売した不動産、及び証券化事業においてアセット

マネジメント業務を受託している不動産について、賃貸管理及び建物管理業務等を行っております。

当社のプロパティマネジメント事業の特徴は、顧客満足の向上に主軸を置いたきめ細かいアフターケアが内製

化されている点にあります。自社開発した賃貸管理システムを活用し、住居系から商業系まで多岐にわたる不動産

について、各種業務の効率化が図られております。

(4) サービシング事業

連結子会社であるグローバル債権回収株式会社が、債権の買取り、管理及び回収を行っております。具体的には、

金融機関等から不良債権を購入する上でのデューディリジェンス業務、自己勘定あるいは機関投資家との共同出

資での債権買取り、買取った債権の管理回収、共同投資案件における債権の管理回収業務の受託等を行っておりま

す。

債権購入後には、債務者との面談により債務者の財務状況を充分に聞き取ったうえで、案件ごとに返済計画を作

成しております。債務者との間に信頼関係を構築することによって、安定的かつ継続的な回収の実現を図っており

ます。

(5) 投融資事業

主に連結子会社である株式会社レーサム・キャピタル・インベストメントが、資産運用事業を始めとする各事

業に資する事業、及び企業等への投資及び融資を行ってまいりました。

(6) その他の事業

連結子会社である株式会社アセット・ホールディングスが保有するゴルフ場「レーサム ゴルフ＆スパ リゾー

ト」にて、ゴルフコースおよび付帯する宿泊施設はもとより、コース内のヴィラ施設、ならびにスパ施設等とが融

合したトータルリラクゼーション施設として、サービスレベルの向上による資産価値の増大に取り組んでおりま

す。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

グローバル債権回収株式会社 (注)３ 東京都千代田区 525サービシング事業 100.0役員の兼任４名

隼インベストメント有限会社 東京都千代田区 3 サービシング事業
98.3
(98.3)

連結子会社であるグローバル債権
回収株式会社が調査事務及び管理
回収業務受託

つばめインベストメント有限会社 東京都千代田区 3 サービシング事業
98.3
(98.3)

連結子会社であるグローバル債権
回収株式会社が調査事務及び管理
回収業務受託

株式会社レーサム・キャピタル・イン
ベストメント

東京都千代田区 3 投融資事業 100.0
当社が資金貸付
役員の兼任１名

株式会社アセット・ホールディングス 群馬県安中市 9 その他の事業 99.6 当社が資金貸付

　その他４社 　 　 　 　 　

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合を内書で表示しております。

３　グローバル債権回収株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。主要な損益情報等は以下のとおりであります。

①　売上高 2,445百万円　 ④　純資産額 4,124百万円

②　経常利益 1,135百万円　 ⑤　総資産額 5,445百万円

③　当期純利益 855百万円　 　 　
　

５ 【従業員の状況】

(1)  連結会社の状況

平成23年８月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

資産運用事業 47

証券化事業 2

プロパティマネジメント事業 15

サービシング事業 15

その他の事業 45

全社（共通） 11

合計 135

(注) １  従業員数は、就業人員数であります。

２  全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

(2)  提出会社の状況

平成23年８月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

75 39.0 4.8 6,177

　

セグメントの名称 従業員数(名)

資産運用事業 47

証券化事業 2

プロパティマネジメント事業 15

全社（共通） 11

合計 75

(注) １  従業員数は、就業人員数であります。

２  全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

(3)  労働組合の状況

連結会社及び提出会社においては労働組合は結成されておりませんが、いずれも労使関係は良好であ

ります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における当社グループをとりまく事業環境は、事業年度開始日以降、おだやかな回復基調にありま

したが、平成23年3月11日に発生した東日本大震災が、地震及び津波による直接的な被害に加え、福島第一原子力発電

所の事故を引き起こすなど各方面に甚大な被害をもたらした結果、消費マインドの低下や電力需要が逼迫したことに

より国内経済は深刻な影響を受けたほか、欧州の債務危機による急激な為替変動などの影響も加わり、景気の先行き

は不透明な状況に陥っております。

国内の不動産市場においても、特に東日本大震災による影響は、当社の事業において物的被害はなかったものの、

不動産売買市場への影響は非常に大きく、震災直後しばらくは不動産に対する投資マインドは大きく落ち込み、当社

の主力事業である資産運用事業は非常に厳しい環境下で推移しました。第４四半期においても徐々に首都圏の不動産

に対する投資意欲は回復しつつありましたが震災前の状況まで持ち直すには至らず、仕入・販売ともに低調に終わっ

たことにより資産運用事業の売上高と利益は前年対比で大きく減少する結果となりました。

一方で、サービシング事業においては、引き続き既存保有の買取債権からの丁寧な回収活動に注力した結果、期初

の予定を上回る収益を計上することができました。

　

　この結果、当連結会計年度業績は、

　　売上高　　　　　9,075百万円（前連結会計年度比43.5％減）

　　営業利益　　　　  298百万円（前連結会計年度比79.2％減）

　　経常損失　　　　　516百万円（前連結会計年度は経常利益788百万円）

　　当期純損失　　　　222百万円（前連結会計年度は当期純利益667百万円）

　となりました。

　

各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（資産運用事業）

当事業においては、主に個人富裕層を対象として、当社にて予め把握させていただいているお客様の不動産投資

意欲に合致した不動産を確保し、これを長期の運用商品として耐えうるものに加工した上で、お客様への販売を

行ってきております。

当連結会計年度については、不動産の仕入れ環境が冷え込んだことにより、お客様に充分な投資リターンをもた

らす不動産の仕入れ機会が限られてしまった結果、当社が保有している商品の販売活動が主体であったこともあ

り、新規の仕入額と販売額は当初の目標を大きく下回りました。

この結果、売上高は3,852百万円、セグメント損失は261百万円となりました。

　

　
（証券化事業）

当事業においては、主に国内外の機関投資家及び個人富裕層向けに、運用ニーズに応じた不動産私募ファンドを

組成し、これらの私募ファンドからアセットマネジメント業務を受託することにより、アセットマネジメント

フィー等の収益を得ております。

当連結会計年度においては期初の計画では、新規ファンドを組成して新たなアセットマネジメントフィーを計

上する予定でしたが、期中における新規投資案件がなかったことから、売上高は11百万円となり、販売費及び一般
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管理費の負担があり、セグメント損失は26百万円となりました。

　

（プロパティマネジメント事業）

当事業においては、主に当社販売後の物件における賃貸管理ならびに建物管理等の不動産投資運用サービスを

提供しており、その対価としてのプロパティマネジメントフィー収入は堅調に推移しました。

当連結会計年度については、当初の計画に比べ保有物件からの賃料収入が増加したことから売上高及びセグメ

ント利益ともに計画を上回った結果、売上高は1,561百万円、セグメント利益は388百万円となりました。

　

（サービシング事業）

当事業においては、主に連結子会社であるグローバル債権回収株式会社が、銀行等の金融機関から、自己勘定あ

るいは機関投資家との共同出資にて債権を購入し、これら債権の管理回収等を行っております。

当連結会計年度においても保有する既存の買取債権からの丁寧な回収活動に注力し、利益の向上を図ってきた

結果、売上高は2,991百万円、セグメント利益は603百万円となりました。

　

（投融資事業）

当事業においては、当連結会計年度においても新たな投融資の実績はなく、投融資残高もなかったことから売上

高の計上はありませんでしたが、オフィス賃料を販売費及び一般管理費に計上したことからセグメント損失は4百

万円となりました。

　

（その他の事業）

当事業においては、連結子会社である株式会社アセット・ホールディングスが保有するゴルフ場、「レーサム 

ゴルフ＆スパ リゾート」を運営しております。

当連結会計年度においてはコースコンディションの改良工事を行っていた期間、ご来場のお客様へご不便をお

かけしていたことによる収入減があったことに加え、東日本大震災以降の計画停電による影響や自粛ムードによ

る来場者数の減少が大きく響いた結果、売上高は666百万円、セグメント損失は72百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比し4,529百万

円減少し、1,292百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動要因は、次のとおりであります。

　

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動による資金は、1,997百万円の減少となりました。これは主として、買取債権の回収により2,726百万

円の資金増加要因があったものの、販売用不動産の購入による1,614百万円の資金の減少、利息の支払い839百万

円、及び法人税等の支払2,041百万円等の資金の減少要因があったことによるものであります。

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動による資金は、49百万円の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出35百万円

があったことによるものであります。

　

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動による資金は、2,482百万円の減少となりました。これは、有利子負債が2,482百万円減少したことに

よるものであります。

EDINET提出書類

株式会社レーサム(E05179)

有価証券報告書

 9/74



　

２ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

資産運用事業 5,056 △33.8

サービシング事業 43 ＋187.5

合計 5,100 △33.4

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

資産運用事業 3,852 △62.2

証券化事業 11 △68.3

プロパティマネジメント事業 1,561 △4.4

サービシング事業 2,991 △16.9

その他の事業 658 ＋5.3

合計 9,075 △43.5

(注）１　セグメント間の取引について相殺消去しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当社グループの相手先は、

不特定の法人・個人であるため、主要な顧客別（相手先別）の記載を省略しております。

　
３ 【対処すべき課題】

当社では、現在の東京の不動産の価値は過小評価されていると捉えております。それは、日本の経済と、東京という都

市の優位性の客観的な分析からくるものです。具体的には、

日本が高齢化社会を迎えているにもかかわらず、就業者数はさほど減少していない。これは女性の社会進出と、シニア

が就業することによるもので、高齢化が進んでも経済活力を失わない社会現象の一端となっている。

日本の国債発行量が増加しているとの報道があるが、一方で国民一人当たりの金融資産は、一人当たりの日本国債発

行残高を上回っており、かつバブル経済崩壊後も個人金融資産の金額は増加している。

東京都区部と、面積がほぼ同じであるニューヨーク市を比較すると、両都市共に2000年以降人口は増加しているが、東

京の方が総人口及び伸び率共に上回っている。

東京都区部の不動産投資利回りは、長期国債利回りとの差（イールドギャップ）が３％～４％程度あり、これは

ニューヨーク、ロンドン、香港等の国際主要都市における不動産投資のイールドギャップが１％～２％程度であるのに

比べ、国際的にみて魅力的な市場である。

等々の客観的なデータが、存在します。

当社が対処すべき課題は、このような東京の不動産の過小評価の解消を現実のものにしてゆく力を備える事にあり、

その為に、魅力的な商品の仕入れ、お客様へのサービスの徹底、新しいお客様の獲得活動を進めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項について、以下に記載

しております。なお、本項における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したも

のであります。

（経済情勢の動向）

当社グループは、投資用不動産を始めとする運用商品の組成・販売、及び投資用不動産の管理業務を主に行っており

ますが、経済情勢の悪化により、資金調達環境が極端に悪化した場合や、空室率の上昇や賃料の下落といった事態が生じ

た場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

（金利上昇のリスク）

短期金利が上昇した場合には、資金調達コストが増加することにより、また中長期金利が上昇した場合には、不動産投

資における期待利回りの上昇、及び不動産価格の下落等の事象が生じることにより、当社グループの業績や財政状態に

悪影響を及ぼす可能性があります。

（各種規制変更によるリスク）

当社グループは、現時点の規制に従って、また、規制上のリスク（法律、税制、規則、政策、実務慣行、解釈及び財政の変

更の影響を含みます。）を伴って、業務を遂行しております。今後法律、税制、規則、政策、実務慣行、解釈、財政及びその他

の政策の変更ならびにそれらによって発生する事態が、当社グループの業務遂行及び業績、並びに財政状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

（人材のリスク）

当社グループの営む各事業は、何れも人的資本により成り立っており、不動産の販売・調達・賃貸借、債権のプライシ

ング、デューディリジェンス、回収業務等、何れの業務に関しても深い知識と経験、そして細部にわたる一つひとつの業

務の積み上げが、各事業の成果を大きく左右することから、一人ひとりが自らの業務を責任もって完遂し、それを継続す

るという基本的な姿勢が重要となっております。従いまして、当社グループの成長速度に見合った優秀な人員の確保は

重要な課題と考えておりますが、当社グループの求める人員が充分に確保できなかった場合、またはかかる人員の退職

が著しく増加した場合には、当社グループの業務推進及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（自然災害、人災等の発生によるリスク）

暴風雨、洪水、地震その他の自然災害、あるいは事故、火災、暴動、テロ、戦争その他の人災等が発生した場合には、当社

グループの所有資産の価値が低下する可能性があり、当社グループの業務推進及び業績、並びに財政状態に悪影響を及

ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

（イ）　資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて70.8％減少し、14,248百万円となりました。これは主に、仕掛販売用不動

産のうち１件、金額で29,256百万円を固定資産へ振り替えたことが主な要因であります。当概資産は、通称「レー

サム表参道プロジェクト」であり、当資産の最適利用法の検討を継続しております。その他の流動資産の主な減少

要因は、現金及び預金が4,529百万円減少したこと、及び買取債権の減少2,726百万円の２要因です。現金及び預金

が減少した主な理由は、有利子負債2,482百万円の返済による減少及び、子会社からの配当金に関わる源泉所得税

を支払ったことによる未払法人税等2,041百万円の減少によるものであり、また買取債権の減少は債権回収の促進

によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,059.4％増加し、32,147百万円となりました。これは、上述の仕掛販売

用不動産からの振り替えが主な要因であります。

この結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて10.1％減少し、46,395百万円となり

ました。

（ロ）　負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて17.1％減少し、23,560百万円となりました。これは、有利子負債2,990百

万円の返済による減少及び子会社からの配当金に関わる源泉所得税を支払ったことによる未払法人税等2,041百

万円の減少が主な要因であります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.0％減少し、3,454百万円となりました。これは、長期借入金は新規の資

金調達に伴い508百万円増加いたしましたが、匿名組合預り出資金が639百万円減少したことが主な要因でありま

す。

この結果、当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて15.6％減少し、27,015百万円となりま

した。

（ハ）　純資産 　　　 

純資産は、前連結会計年度末に比べて1.1％減少し、19,380百万円となりました。これは当期純損失の計上によ

り、利益剰余金が222百万円減少したことが主な要因であります。

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度における経営成績は、売上高は9,075百万円（前連結会計年度比43.5％減）、営業利益は298百万円

（前連結会計年度比79.2％減）、経常損失は516百万円（前連結会計年度は経常利益788百万円）、当期純損失は222百

万円（前連結会計年度は当期純利益667百万円）となりました。

この要因については、セグメント別に、「第２　事業の状況　１　業績等の概要(１)業績」に記載しております。

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、期首残高より4,529百万円減少し、1,292百万円となりまし

た。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動要因については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要(２)

キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

　

EDINET提出書類

株式会社レーサム(E05179)

有価証券報告書

12/74



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

特記すべき事項はありません。また、重要な設備の除却、売却等もありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成23年８月31日現在

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員

(名)建物
工具、器具

及び備品
その他 合計

本社

（東京都千代田区）

資産運用事業、証券化事業、

プロパティマネジメント事業、

投融資事業

建物付属設備及び

情報通信機器他
268 65 9 343 71

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は車両運搬具であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。

２　上記には、投資不動産の金額は含まれておりません。

３　上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

事業所名（所在地） セグメントの名称 設備の内容 年間賃借料（百万円）

本社（東京都千代田区）
資産運用事業、証券化事業、プロパティマネジメント事業、投

融資事業
事務所 130

　
(2) 国内子会社

平成23年８月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員

(名)建物
土地

(面積 千㎡)
その他 合計

グローバル債権回収
株式会社

本社

（東京都千代田区）
サービシング事業

建物付属設備及び
情報通信機器他

17 ― 11 29 15

株式会社アセット・
ホールディングス

レーサム　ゴルフ＆ス
パ　リゾート

（群馬県安中市）
その他の事業 ゴルフ場及び施設 481

606

（1,345）
71 1,15845

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、構築物、機械及び装置、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等

は含んでおりません。

２　上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

会社名 事業所名（所在地） セグメントの名称 設備の内容 年間賃借料（百万円）

グローバル債権回収株式会社 本社（東京都千代田区） サービシング事業 事務所 32

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

投資不動産については、記載を省略しております。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,280,000

計 1,280,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成23年８月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成23年11月29日)
上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 460,814 460,814
大阪証券取引所

JASDAQ（スタンダード）
(注)

計 460,814 460,814 ― ―

（注）当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。
　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式

総数増減数(株)

発行済株式

総数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額(百万円)

資本準備金

残高(百万円)

平成16年9月１日
～

平成17年2月28日
2,046 460,814 51 5,453 51 6,899

（注）上表における増加は、新株予約権の行使によるものであります。

(6) 【所有者別状況】

平成23年８月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) － 6 18 55 34 7 6,082 6,202

所有株式数(株) － 30,0435,57039,88021,03496 364,191460,814

所有株式数の割合(％) － 6.52 1.21 8.65 4.560.02 79.03100.00

（注）　上記「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が、11株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有

株式数(株)

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

田中　剛 東京都目黒区 292,543 63.48

有限会社サムライパワー 大阪市北区天満4-16-9 38,500 8.35

バンク　オブ　ニユーヨーク　ジーシーエム　
クライアント　アカウント　ジエイピーアールデイ　
アイエスジー　エフイー－エイシー
（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED
KINGDOM
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

10,089 2.18

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2-11-3 9,688 2.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９）

東京都中央区晴海1-8-11 9,145 1.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 4,658 1.01

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2-4-6 4,264 0.92

クレデイツト　スイス　アーゲー　チユーリツヒ（常
任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600
CH-8070 ZURICH SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

3,233 0.70

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク－ジャスディックト
リーティー　アカウント（常任代理人　株式会社みず
ほコーポレート銀行決済営業部）

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 
1040 BRUSSELS,BELGIUM 
（東京都中央区月島4-16-13）

2,726 0.59

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金特金口） 東京都中央区晴海1-8-12 2,261 0.49

計 ― 377,107 81.83

(注) １　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点3位以下を切り捨てております。

２　野村證券株式会社及びその共同保有者は、平成23年1月11日付で大量保有報告書の変更報告書を関東財務局長

に提出しておりますが、当社として平成23年8月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記の大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであり、共同保有者の保有株数を含めて記載しており

ます。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数(株) 株券等保有割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 28,649 6.22

　
(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 460,814 460,814 －

発行済株式総数 　 460,814 － －

総株主の議決権 － 460,814 －

（注）上記「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11株（議決権11個）含まれ

ております。

②　【自己株式等】

平成23年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数(株)

他人名義

所有株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主各位への安定的な利益還元に努めていくことを基本として、長期にわたる成長を維持することが重要で

あると考え、株主還元と成長のための投資との最適なバランスを図りながら利益配分の施策を決定してまいりたいと考

えております。

具体的には、当社はバブル崩壊後の平成４年に設立して以来、不動産価格が下げ続ける環境において事業活動を継続

してきた結果、そのような状況下における自己資金の重要性については、身をもって実感してまいりました。これらの経

験をもとに、平成20年8月期までの株主還元については１株当たり500円の安定的な期末配当を実施しつつ、内部留保の

充実も同時に図ってまいりました。そして平成20年秋以降の国際金融市場の混乱とそれに続く世界経済の急速な悪化の

局面にあっても、取引金融機関からの融資は継続して実行され、事業に専念できる財務状態を維持してまいりましたが、

この状態を維持することができた理由のひとつは、これまでの当社の利益配分の施策に対する一定の評価によるもので

あったものと受け止めております。

しかしながら、より健全に、且つお客様に選ばれるスピードと安心感を提供していく上で、着実な純資産と現預金の積

み上げが必要となっております。

このような状況を踏まえ、引き続き純資産及び現預金の充実により財務体質の強化を図ってまいる期間とさせていた

だきたく、まことに遺憾ではございますが、現時点においては前期に引き続き、当期（平成23年8月期）の期末配当金は

見送らせていただきました。

なお、当社の剰余金の配当は、期末配当の年一回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会であり

ます。

また、当社は、取締役会の決議によって、中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成19年８月 平成20年８月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月

最高(円) 246,000 138,000 60,000 41,700 28,400

最低(円) 89,700 38,050 10,500 17,060 9,600

(注)　株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日から平成22年10

月11日までは大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであり、平成22年10月12日以降は大阪証券取引所

JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 23,650 15,800 14,980 14,800 13,600 12,420

最低(円) 12,900 11,650 11,950 12,060 11,740 9,600

(注)　株価は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

代表取締役

社長
－ 田中　剛

昭和40年５

月12日生

平成４年５月 当社設立　代表取締役社長就任(現任)

（注）2 292,543平成11年10月グローバル債権回収株式会社　代表取締役社長就

任(現任)

取締役会長 － 深堀　哲也
昭和27年３

月22日生

昭和50年４月株式会社富士銀行（現株式会社みずほコーポレー

ト銀行）入行

（注）2 500

平成12年５月同行不動産ファイナンス営業部長就任

平成14年４月株式会社みずほコーポレート銀行　不動産ファイ

ナンス営業部長就任

平成16年４月みずほ証券株式会社常務執行役員資本市場グルー

プ長就任

平成19年４月同社常務執行役員投資銀行第2グループ長就任

平成19年５月同社取締役副社長就任

平成21年５月同社取締役副社長兼副社長執行役員米州地域営業

担当就任

平成22年４月同社取締役（非常勤）就任

平成22年６月当社入社　特別顧問（常勤）就任

平成22年11月当社取締役会長就任（現任）

常務取締役
戦略投資本

部長
小町　剛

昭和47年４

月28日生

平成８年４月 株式会社三和銀行(現株式会社三菱東京UFJ銀行)

入行

（注）2 68

平成17年３月当社入社

平成18年７月当社社長室長就任

平成19年10月当社経営企画ユニット長兼社長室長就任

平成19年11月当社常務取締役経営企画ユニット長兼社長室長就

任

平成20年３月当社常務取締役経営企画ユニット長就任

平成21年３月当社常務取締役管理本部長就任

平成22年４月当社常務取締役社長室長就任

平成22年10月当社常務取締役戦略投資部長就任

平成23年９月当社常務取締役戦略投資本部長就任（現任）

常務取締役
資産運用事

業本部長
飯塚　達也

昭和34年３

月15日生

昭和56年４月日本ＮＣＲ株式会社入社

（注）2 －

昭和59年６月聖教新聞社入社

平成15年２月ソフト・オン・デマンド株式会社入社

平成16年６月同社取締役就任

平成17年６月同社取締役副社長就任

平成18年８月当社入社 社長室業務支援部長就任

平成19年10月当社事業企画ユニット副ユニット長就任

平成19年11月当社常務取締役事業企画ユニット副ユニット長就

任

平成20年１月当社常務取締役事業企画ユニット長就任

平成21年３月当社常務取締役資産運用事業本部長就任(現任)

取締役

管理本部長

兼プロパ

ティマネジ

メント部長

松倉　信行
昭和31年４

月５日生

昭和54年４月日本国土開発株式会社入社

（注）2 266

平成５年４月 米国法人 JDCアメリカ・コーポレーション社長就

任

平成11年５月グローバル債権回収株式会社入社

平成12年８月グローバル債権回収株式会社 取締役就任(現任)

平成12年11月当社取締役就任

平成18年６月当社取締役投資事業本部長就任

平成20年２月株式会社レーサム・キャピタル・インベストメン

ト代表取締役社長就任(現任)

平成21年３月当社取締役社長室長兼内部監査室長就任

平成22年４月当社取締役管理本部長就任(現任)

平成23年９月当社プロパティマネジメント部長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

常勤監査役 － 佐藤　暢
昭和31年11

月１日生

昭和56年４月大和證券株式会社入社

（注）3 169

平成10年８月当社入社

平成12年１月当社社長室長就任

平成13年11月当社常勤監査役就任(現任)

平成13年11月グローバル債権回収株式会社監査役就任(現任)

監査役 － 松嶋　英機
昭和18年４

月19日生

昭和46年４月東京弁護士会登録

（注）4 －

昭和51年３月ときわ総合法律事務所開設

平成15年４月事業再生実務家協会代表理事(現任)

平成16年１月西村ときわ法律事務所(現西村あさひ法律事務所)

代表パートナー(現任)

平成17年９月株式会社ネクスト社外監査役就任(現任)

平成19年６月株式会社ノジマ社外取締役就任(現任)

平成19年11月当社監査役就任(現任)

監査役 － 中瀬　進一
昭和46年３

月８日生

平成６年４月 株式会社オーエス入社

（注）4 50

平成10年10月同社退社

平成10年10月株式会社ＭＡＳナカセ取締役就任

平成20年６月同社代表取締役就任（現任）

平成21年９月税理士法人中瀬事務所設立代表社員就任（現任）

平成23年11月当社監査役就任（現任）

　 　 　 　 計 　 　 293,596

　 (注) １　監査役のうち松嶋英機及び中瀬進一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成22年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３　平成20年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　平成23年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

EDINET提出書類

株式会社レーサム(E05179)

有価証券報告書

19/74



　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  企業統治の体制

1．企業統治の体制

・当社は監査役設置会社であり、当連結会計年度において取締役５名、監査役３名（うち社外監査役２名）を選任し

ております。

・当社の取締役会は、３ヶ月に１度定例的に開催するほか、必要に応じて随時開催しております。取締役会では経営戦

略の決定、重要事項の付議のほか、業績の進捗状況及び執行状況が報告されております。

・前項記載の企業統治の体制を採用する理由

日々の業務遂行において、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、リス

ク管理体制の強化にも取組むなど、内部統制システムの整備・改善を図りつつ、業績の進捗状況及び効率的な経営

の推進を絶えずチェックしながらスピード感ある企業運営の仕組みづくりを目指しております。

さらに、当社グループにおきましては、事業規模及び事業分野の拡大と進展に対応すべく、スピーディーな経営

判断と機動的な業務執行のために柔軟な組織編成を行い、権限の委譲と責任の明確化をはかっております。

社外取締役は、選任しておりませんが、取締役会に対する十分な監視機能を発揮するため、監査役３名中の２名

を社外監査役としています。２名の社外監査役はそれぞれ高い専門性を有し、その専門的見地から的確な経営監視

を実行しております。また、社外監査役の３名はそれぞれ、当社との人的関係、資本的関係、または取引関係その他

の利害関係において当社の一般株主との利益相反が生じる恐れがないと認められ、独立性を確保しています。

当社では、迅速な業務執行及び経営監視機能を確保するため、当社の事業内容や内部事情に精通している社内

取締役で構成される取締役会と、独立した立場からの監督機能を発揮する社外監査役を含む監査役による経営監

視体制を構築することで十分に図られると考えております。

　
2．内部統制システムの基本方針

当社は、会社法が定める「業務の適正を確保するために必要な体制」を次のとおり決定しております。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ.文書管理規程に基づき、以下に列挙する職務執行に係る重要情報を文書又は電磁的記録により、関連資料とと

もに保存・管理する。取締役及び監査役は、これらの文書等を速やかに閲覧できるものとする。

・株主総会議事録

・取締役会議事録

・その他各種合議体の議事録

・計算書類

・稟議書

・官公庁その他公的機関等に提出した書類の写し

ロ.前項に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて、保管期間、管理方法等については、文書管理規

程で定めるところによる。

ハ.取締役及び従業員に対して、文書管理規程に従って文書の保存、管理を適正に行うように指導するものとする。

　
・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ.リスク管理方針に基づき、適切なリスク管理体制の整備を行うとともに、リスク管理方針を部・室に浸透させ

る。

ロ.代表取締役を委員長とし、代表取締役が部長・室長から任命した委員を構成員とするリスク・コンプライアン

ス委員会を核とし、多種多様なリスクを全社一元的に管理するリスク管理体制を整備・維持・向上をさせる。な

お、リスク・コンプライアンス委員会は、原則四半期に１度開催する。

ハ.リスク管理方針を受け、リスクの種類ごとにリスク管理規程を策定する。

ニ.取締役及び従業員に対して、必要な研修を実施する。また、関連する法規の制定・改正、当社及び当社に係る重

大な不祥事、事故が発生した場合等においては速やかに必要な研修を実施する。

ホ.不測の事態が発生した場合には、代表取締役の指揮のもと、対策本部を設置するなど危機対応のための体制を

整備する。

　
・取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

イ.取締役の人数を実質的な討議を可能とする最少人数にとどめる。

ロ.取締役会は、取締役の職務執行が効率性を兼ねて適正に行われているかを監督する。

ハ.経営執行段階の意思決定の効率化及び適正化のため、合理的な営業方針の策定、全社的な営業及び営業に付随

する重要事項について協議・決定する営業会議、その他各種合議体を設置する。

ニ.取締役の職務の効率性を確保するために取締役の合理的な職務分掌、チェック機能を備えた職務規程等を定め

る。

　
・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ.コンプライアンスすなわち法令等の遵守及び倫理維持・向上を業務執行上の最重要課題のひとつとして位置

付け、その達成を目的としてコンプライアンス・マニュアルを制定し、従業員に遵守を求める。

ロ.従業員に対して、コンプライアンスが営業活動及びその他企業活動の原点であることを徹底する。

ハ.代表取締役を委員長とし、代表取締役が部長・室長から任命した委員を構成員とするリスク・コンプライアン

ス委員会を設置する。リスク・コンプライアンス委員会は、リスク管理体制とともにコンプライアンス体制を向

上させる。
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ニ.コンプライアンス意識の徹底・向上させるため、できる限り多くの機会を捉えて、コンプライアンス研修を整

備・充実する。

ホ.コンプライアンス上疑義のある行為等について、従業員が直接通報を行う手段を確保するため、社外の弁護士

若しくは監査役が窓口となるコンプライアンス・ホットラインを設置し、内部通報制度を運営する。

ヘ.コンプライアンス違反者に対しては、就業規則に基づく懲戒を含め、厳正に対処する。

　
・当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ.関係会社に対する適切な管理を行うための施策は次のとおりとする。

(1) 関係会社の経営状況を把握し、適切な連結経営体制を構築する。

(2) 関係会社の経営者が適切な社内規程等を整備・運用するよう求める。

(3) 関係会社の事業報告、財務報告、監査報告などの重要事項について報告を求める。

(4) 出資者として、関係会社の役員の選任、解任、利益処分などの決議事項については適切な意思表示を当該会社

に対して行う。

ロ.内部監査室が、主要な関係会社に対し、定期的に法令及び社内規程等の遵守状況の監査を実施する。

ハ.関係会社独自の業務の適正化を図るための体制の整備について、必要な助言、支援を行う。

ニ.関係会社で大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、関係会社からの要請を受け、危機対応のための

助言、支援を行う。

　
・監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ.監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項について

監査役の監査の実効性を高め、かつ、監査職務が円滑に遂行されるため、監査役が指名した従業員を監査役補

助者とする。監査役補助者は、監査役の指揮命令に従って、監査業務を補佐するものとする。

ロ.使用人の取締役からの独立性について

監査役補助者に関し、取締役からの独立性を確保するため、監査役補助者の異動、人事評価、懲戒等は、代表取

締役が監査役の同意を得たうえで決定する。

ハ.監査役への報告に関する体制について

(1) 監査役は、取締役会のほか、重要な会議又は委員会に出席することができる。

(2) 監査役には、社内の重要書類が回付され、又は、要請があれば直ちに関係書類・資料が提出される。

(3) 監査役は、随時必要に応じ代表取締役、取締役、部長・室長等から報告を求めることができる。

(4) 監査役は、必要に応じ関係会社の管理状況等の報告を求めることができる。

(5) 監査役は、必要に応じ社内の書類、資料を閲覧することができる。

ニ.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について

(1) 監査役の職責、監査役監査の重要性・有用性を十分認識し、また、監査役監査の環境整備を行う。

(2) 監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受け、その修正等を求め

ることができる。また、内部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるときは、追加監査の

実施、業務改善策の策定及び改善状況の報告を求めることができる。

(3) 監査役が必要と認めたときは、関係各部門に対して、随時必要に応じ、監査への協力を求めることができる。

(4) 監査役は、会計監査人と監査業務の品質及び効率を高めるため、情報・意見交換等の緊密な関係を保つもの

とする。

　
②  内部監査及び監査役監査

内部監査機能を担う独立の部門として、「内部監査室」(人員２名)を設けております。

代表取締役直属の組織として、内部監査計画に基づき、内部統制システムの運用状況をはじめ業務執行部門の全般

にわたり内部監査を実施し、業務の適正化及び効率化に向け具体的助言、勧告を行っております。

監査役会は３名のうち２名が社外監査役であり、専門性を有し、当社の経営をその専門的知識や経験から監視、監

査できる人材を選任しております。各監査役は、監査役会が定めた監査計画、監査の方針、業務分担などに従い、取締

役の職務の執行を監査しております。

社外監査役２名は、取締役会に出席して営業状況や重要な決定事項の監査を行うと共に、内部監査室及び会計監

査人との連携状況等については、常勤監査役から監査役会にて報告を受け、問題点等について協議し、監査の実効

性と効率性の向上を目指しております。また、この体制を効率的かつ円滑に進行させるため、常勤監査役が内部監

査室及び会計監査人と密に連携及び意見交換を行い、十分な情報収集を行っております。

　
③  社外取締役及び社外監査役

当社の社外監査役は２名であります。

２名の社外監査役について、松嶋英機氏は、弁護士として企業法務に精通しているとともに、財務及び会計に関す

る豊富なの知見を有しており、また中瀬進一氏は、税理士として税務及び会計に関する豊富な知見を有しておりま

す。その経歴等から２氏は社外監査役として、監査体制の独立性及び中立性を一層高めるとともに、社外における会

社経営に関する経験・知識や法律・会計等の専門的な知見等に基づき、第三者の立場から客観的に監査意見を表明

し、また、取締役会に対して忌憚のない質問や意見の具申及び有用な情報提供等を行うという機能及び役割を果たし

ていると考えております。

なお、当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。

　
④  役員の報酬等

イ.提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
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役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる役

員の員数(名)基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役 150 150 － － － 8

監査役

(社外監査役を除く。)
6 6 － － － 1

社外役員 12 12 － － － 3

　
ロ.提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
ハ.使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　
ニ.役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

取締役及び監査役の報酬につきましては、株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの報

酬総額の最高限度額を決定しており、この点で株主の皆様の監視が働く仕組みとなっております。各取締役の報

酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が当社の定める一定の基準に基づき決定し、各監査役の報酬額は、

監査役の協議により決定しております。

　
⑤  株式の保有状況

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　
ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

　
ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

　
前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益

の合計額

非上場株式 0 0 － － －

非上場株式以外の株式 － － － － －

　
⑥  会計監査の状況

会計監査業務を執行している公認会計士の氏名及び所属する監査法人は、次のとおりであります。

ⅰ）公認会計士の氏名         業務執行社員　古藤　智弘

                             業務執行社員　川村　啓文

ⅱ）所属する監査法人名       三優監査法人

ⅲ）監査補助者の構成         公認会計士２名、その他６名

　
⑦　取締役会で決議できる株主総会決議事項

ⅰ）自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会

社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができ

る旨、定款に定めております。

ⅱ）中間配当

当社は、取締役会の決議によって、会社法第454条第５項の規定による中間配当をすることができる旨、定款に定

めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑧　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨、定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】
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区    分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

提出会社 24 － 23 －

連結子会社 5 － 7 －

合計 30 － 30 －

　
②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

当社は監査公認会計士等に対する監査報酬を決定するにあたり、監査公認会計士等より提示される監査計画の

内容をもとに、監査工数等の妥当性を勘案、協議し、会社法第399条に基づき、監査役会の同意を得た上で決定す

ることとしています。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成21年９月１日から平成22年８月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成22年９月１日から平成23年８月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成21年９月１日から平成22年８月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成22年９月１日から平成23年８月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年９月１日から平成

22年８月31日まで)及び前事業年度(平成21年９月１日から平成22年８月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成22年９月１日から平成23年８月31日まで)及び当事業年度(平成22年９月１日から平成23年８月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、三優監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年８月31日)

当連結会計年度
(平成23年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,822 1,292

営業未収入金 86 84

営業投資有価証券 820 713

販売用不動産 ※3
 4,170

※3
 5,785

仕掛販売用不動産 ※3
 29,521

※3
 525

買取債権 8,557 5,830

繰延税金資産 328 250

未収還付法人税等 60 233

その他 360 327

貸倒引当金 △903 △795

流動資産合計 48,824 14,248

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 859 ※3
 782

土地 606 ※3, ※4
 29,862

その他（純額） 217 ※3
 159

有形固定資産合計 ※1
 1,683

※1
 30,804

無形固定資産

その他 405 359

無形固定資産合計 405 359

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 304

※2
 304

長期貸付金 471 301

繰延税金資産 11 403

出資金 22 22

その他 346 252

貸倒引当金 △471 △301

投資その他の資産合計 684 983

固定資産合計 2,772 32,147

繰延資産

社債発行費 18 －

繰延資産合計 18 －

資産合計 51,615 46,395
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年８月31日)

当連結会計年度
(平成23年８月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※3
 2,150

※3
 21,956

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 2,972

※3
 676

1年内償還予定の社債 ※3
 20,500 －

未払法人税等 2,094 244

前受金 115 161

賞与引当金 0 4

その他 587 518

流動負債合計 28,419 23,560

固定負債

長期借入金 ※3
 531

※3
 1,039

流動化調整引当金 27 5

預り敷金 1,309 1,318

匿名組合預り出資金 1,730 1,091

固定負債合計 3,598 3,454

負債合計 32,018 27,015

純資産の部

株主資本

資本金 5,453 5,453

資本剰余金 6,899 6,899

利益剰余金 7,538 7,316

株主資本合計 19,891 19,669

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △295 △289

その他の包括利益累計額合計 △295 △289

少数株主持分 － 0

純資産合計 19,596 19,380

負債純資産合計 51,615 46,395
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 16,071 9,075

売上原価 12,435 6,388

売上総利益 3,635 2,686

販売費及び一般管理費 ※1
 2,201

※1
 2,387

営業利益 1,434 298

営業外収益

受取利息 3 0

受取手数料 3 －

還付加算金 2 1

違約金収入 4 5

物品売却益 － 1

その他 6 6

営業外収益合計 20 16

営業外費用

支払利息 549 771

社債発行費償却 106 18

その他 9 41

営業外費用合計 666 831

経常利益又は経常損失（△） 788 △516

特別利益

負ののれん発生益 153 －

貸倒引当金戻入額 5 0

関係会社配当金 7 －

関係会社株式売却益 － 3

特別利益合計 166 4

特別損失

関係会社貸付金譲渡損 22 －

関係会社株式売却損 29 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

その他 0 －

特別損失合計 53 5

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

902 △517

法人税、住民税及び事業税 41 50

過年度法人税等戻入額 △15 △31

法人税等調整額 203 △313

法人税等合計 230 △294

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

671 △222

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △0

当期純利益又は当期純損失（△） 667 △222
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △222

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 6

その他の包括利益合計 － ※2
 6

包括利益 － ※1
 △216

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △216

少数株主に係る包括利益 － △0
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,453 5,453

当期末残高 5,453 5,453

資本剰余金

前期末残高 6,899 6,899

当期末残高 6,899 6,899

利益剰余金

前期末残高 6,871 7,538

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 667 △222

当期変動額合計 667 △222

当期末残高 7,538 7,316

株主資本合計

前期末残高 19,224 19,891

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 667 △222

当期変動額合計 667 △222

当期末残高 19,891 19,669

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △336 △295

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

41 6

当期変動額合計 41 6

当期末残高 △295 △289

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △336 △295

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

41 6

当期変動額合計 41 6

当期末残高 △295 △289

少数株主持分

前期末残高 382 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △382 0

当期変動額合計 △382 0

当期末残高 － 0
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

純資産合計

前期末残高 19,270 19,596

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 667 △222

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △341 6

当期変動額合計 326 △216

当期末残高 19,596 19,380
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

902 △517

減価償却費 239 220

負ののれん発生益 △153 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △556 △108

流動化調整引当金の増減額（△は減少） 7 △21

機構改革損失引当金の増減額（△は減少） △25 －

関係会社株式売却損益（△は益） 29 △3

関係会社貸付金譲渡損 22 －

受取利息及び受取配当金 △11 △0

社債発行費償却 106 18

支払利息 549 771

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

売上債権の増減額（△は増加） 19 1

営業貸付金の回収による収入 74 －

営業投資有価証券の増減額（△は増加） － 112

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,425 △1,614

仕掛販売用不動産の増減額 （△は増加） △560 △260

買取債権の増減額（△は増加） 3,263 2,726

前受金の増減額（△は減少） △14 45

未払消費税等の増減額（△は減少） △221 35

預り敷金の増減額（△は減少） △278 87

匿名組合預り出資金の増減額（△は減少） △240 △639

匿名組合出資金の払戻による収入 14 0

その他 △118 18

小計 4,473 882

利息及び配当金の受取額 11 0

利息の支払額 △594 △839

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,903 △2,041

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,794 △1,997
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21 △35

無形固定資産の取得による支出 △17 △18

投資その他の資産の取得による支出 △120 △0

投資その他の資産の解約等による収入 233 0

投資有価証券の売却による収入 0 －

投資有価証券の払戻による収入 341 －

子会社株式の取得による支出 △240 －

関係会社株式の取得による支出 △1 －

関係会社株式の売却による収入 0 3

関係会社の清算による収入 10 －

出資金の払戻による収入 1 －

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 12 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 197 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,010 19,806

長期借入れによる収入 600 1,531

長期借入金の返済による支出 △3,820 △3,319

社債の償還による支出 △4,000 △20,500

配当金の支払額 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,231 △2,482

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,239 △4,529

現金及び現金同等物の期首残高 7,924 5,822

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

137 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,822

※1
 1,292
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　【継続企業の前提に関する事項】

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当連結会計年度（自　平成22年

９月１日　至　平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成21年９月１日至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日至　平成23年８月31日)

１連結の範

囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数　　　　10社

    主要な連結子会社の名称

    グローバル債権回収㈱

    隼インベストメント㈲

    つばめインベストメント㈲

    ㈱レーサム・キャピタル・インベストメント

    ㈱アセット・ホールディングス    

(1) 連結子会社の数　　　　９社

    主要な連結子会社の名称

    グローバル債権回収㈱

    隼インベストメント㈲

    つばめインベストメント㈲

    ㈱レーサム・キャピタル・インベストメント

    ㈱アセット・ホールディングス    

　 ジー・ワン・インベストメンツ㈱及びG2インベ

ストメンツ㈲は、重要性が増したことにより連結の

範囲に含めております。また、㈱LH岩槻は、清算結了

したことにより、当連結会計年度から、連結の範囲

から除外しております。

ディー・アンド・ジー・ワン㈲は、㈱レーサム・

キャピタル・インベストメントによる吸収合併に

より解散したため、当連結会計年度から、連結の範

囲から除外しております。

㈱アセット・ホールディングスは、㈲アセット・

ソリューションを吸収合併しております。またG2イ

ンベストメンツ㈲は、G2インベストメンツ㈱に組織

変更し、㈲キャピタル・ジー他２社を吸収合併して

おります。これらの吸収合併に伴い、㈲アセット・

ソリューション他３社は、解散したため、当連結会

計年度から、連結の範囲から除外しております。

㈱財進は、清算結了したことにより、連結の範囲

から除外しております。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称

㈲テーエストゥーを営業者とする匿名組合

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 主要な非連結子会社の名称

Platinum Investment Kona Inc.

(連結の範囲から除いた理由)

同左

２持分法の

適用に関

する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－社

ジー・ワン・インベストメンツ㈱及びG2インベ

ストメンツ㈲は、重要性が増したことにより連結子

会社としております。 

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－社

 

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会

社の名称

主要な非連結子会社の名称

㈲テーエストゥーを営業者とする匿名組合

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会

社の名称

主要な非連結子会社の名称

Platinum Investment Kona Inc.

　 (持分法を適用しない理由)

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しております。

(持分法を適用しない理由)

同左
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３連結子会

社の事業

年度等に

関する事

項

決算日が連結決算日と異なる場合については以

下のとおりであります。

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

①　５月31日現在の財務諸表を使用する。

　　グローバル債権回収㈱　他４社

②　６月30日現在の財務諸表を使用する。

　　㈱レーサムクリエイト　

なお、グローバル債権回収㈱他７社は決算日を連

結決算日に変更しております。

この変更により連結子会社のうち５社について

は平成22年６月１日から平成23年８月31日までの

15ヶ月決算となり、連結子会社のうち３社について

は平成22年７月１日から平成23年８月31日までの

14ヶ月決算となっております。

　 ③　６月30日を仮決算日とする。

　　隼インベストメント㈲

　　つばめインベストメント㈲　他１社

　 　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

　その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

４会計処理

基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(イ)その他有価証券（営業投資有価証券を含

む）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(イ)その他有価証券（営業投資有価証券を含

む）

　 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法によっており

ます。

 
投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資金の会計処理について

匿名組合出資金（金融商品取引法第２

条２項で規定する有価証券とみなされ

るもの）については、匿名組合の純資

産及び純利益のうち当社及び当社の連

結子会社の持分相当額を投資有価証券

及び売上高として計上しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっており

ます。

 
投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資金の会計処理について

「（7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項の②投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合への出資金

の会計処理」に記載しております。

　 ②　たな卸資産

(イ)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(ロ)買取債権

個別法による原価法によっております。

②　たな卸資産

(イ)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

同左

 
 

(ロ)買取債権

同左

　 (ハ)貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。

(ハ)貯蔵品

同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

(イ)平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。    

ただし、一部の連結子会社における建物

については、旧定額法によっております。

(ロ)平成19年４月1日以後に取得したもの

定率法によっております。

ただし、建物については、定額法によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

(イ)平成19年３月31日以前に取得したもの

同左

 
 
 

(ロ)平成19年４月1日以後に取得したもの

同左
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　 ②　無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

②　無形固定資産

同左

　 (3) 重要な繰延資産の処理方法

①　社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により

償却しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

①　社債発行費

同左

 

　 (4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支

給見込額基準により計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　流動化調整引当金

特別目的会社などとの不動産に関する流動

化取引に付随して、当該資産から生ずる各利害

関係者の満足する適正な投資利回りを調整す

る上で、一定期間、一定金額を負担する契約を

結ぶことがあり、当該契約に基づいて個別に勘

案した将来予想される当社の負担見込額を計

上しております。

③　流動化調整引当金

同左

　 (5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、発生日以降その効果が発現すると見

積もられる期間（５年）で均等償却しておりま

す。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

―

　 (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的投資を対象として

おります。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲

同左

　 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。なお、控除対象

外消費税等は全額当連結会計年度の費用とし

て処理しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

　 ②　投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資金の会計処理

匿名組合出資金（金融商品取引法第２条第

２項で規定する有価証券とみなされるもの）

については、匿名組合の純資産及び純損益のう

ち当社及び当社の連結子会社の持分相当額を

投資有価証券及び売上高として計上しており

ます。

②　投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資金の会計処理      

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

（会計処理の変更）

前連結会計年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　

平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研

究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基

準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月26日）、

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平

成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　平成20年12月26日）が平成21年４月１日以後開始

する連結会計年度において最初に実施される企業結合及

び事業分離等から適用することができることになったこ

とに伴い、当連結会計年度からこれらの会計基準等を適

用しております。

 
――――――――――

　
――――――――――

（資産除去債務に関する会計基準等）

当連結会計年度から、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。

これにより、当連結会計年度の営業利益は２百万円減

少し、経常損失は２百万円増加し、税金等調整前当期純損

失は７百万円増加しております。

（表示方法の変更）

前連結会計年度

（自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日）

当連結会計年度

（自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日）

（連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第

22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５

号)が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度の期

首から適用できることになったことに伴い、当連結会計

年度では、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で

表示しています。

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「違約金収入」は、営業外収

益総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区

分掲記しております。なお、前連結会計年度の営業外収益

の「その他」に含まれる「違約金収入」の金額は２百万

円であります。

（連結損益計算書関係)

前連結会計年度において区分掲記しておりました営

業外収益の「受取手数料」（当連結会計年度０百万円）

は、金額が僅少となったため、営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。
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【追加情報】

前連結会計年度

（自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日）

当連結会計年度

（自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日

 
――――――――――

（包括利益の表示に関する会計基準の適用）

当連結会計年度から、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。

 
――――――――――

（資産の保有目的の変更）

保有目的の変更により、当連結会計年度において、仕掛

販売用不動産の一部を固定資産に振替えております。そ

の内容は以下のとおりであります。

土地　　　　　29,256百万円

 
――――――――――

（連結納税制度の適用を前提とした会計処理）

当社及び当社の連結子会社の一部は、翌連結会計年度

から連結納税制度の適用を受けることにつき、国税庁長

官の承認を受けました。また、当連結会計年度から「連結

納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取

扱い（その１）」（実務対応報告第５号）及び「連結納

税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱

い（その２）」（実務対応報告第７号）に基づき、連結

納税制度の適用を前提とした会計処理を行っておりま

す。

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度

（平成22年８月31日）

当連結会計年度

（平成23年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　  750百万円

 
※１　有形固定資産の減価償却累計額　　  906百万円

 
※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 303百万円

投資有価証券（匿名組合出資） 0百万円

 

※２　非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 303百万円

投資有価証券（匿名組合出資） 0百万円

 
※３　担保に供している資産及び対応債務

（担保提供資産）

販売用不動産 2,373百万円

仕掛販売用不動産 29,399百万円

合計 31,773百万円

 

※３　担保に供している資産及び対応債務

（担保提供資産）

販売用不動産 4,538百万円

仕掛販売用不動産 339百万円

建物 481百万円

土地 29,862百万円

その他の有形固定資産 52百万円

合計 35,274百万円

 
（対応債務）

短期借入金 2,150百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,500百万円

１年内償還予定の社債 19,500百万円

長期借入金 200百万円

合計 23,350百万円

 

（対応債務）

短期借入金 21,956百万円

１年内返済予定の長期借入金 535百万円

長期借入金 1,039百万円

合計 23,530百万円

 

――――――――――

※４　有形固定資産の土地には「レーサム表参道プロ

ジェクト」に係る開発予定の土地29,256百万円

が含まれております。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

広告宣伝費 159百万円

役員報酬 173百万円

給与手当 756百万円

賞与 39百万円

賞与引当金繰入額 0百万円

法定福利費 104百万円

地代家賃 169百万円

支払手数料 234百万円

貸倒引当金繰入額 69百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

広告宣伝費 93百万円

役員報酬 223百万円

給与手当 799百万円

賞与 3百万円

賞与引当金繰入額 4百万円

法定福利費 119百万円

地代家賃 166百万円

支払手数料 294百万円

貸倒引当金繰入額 232百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 708百万円

少数株主に係る包括利益 4百万円

　　計 713百万円

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 41百万円

　　計 41百万円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

の株式数

当連結会計年度

の増加株式数

当連結会計年度

の減少株式数

当連結会計年度末

の株式数

　普通株式 460,814株 －株 －株 460,814株

　合計 460,814株 －株 －株 460,814株

　

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　
　

EDINET提出書類

株式会社レーサム(E05179)

有価証券報告書

38/74



　

当連結会計年度(自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

の株式数

当連結会計年度

の増加株式数

当連結会計年度

の減少株式数

当連結会計年度末

の株式数

　普通株式 460,814株 －株 －株 460,814株

　合計 460,814株 －株 －株 460,814株

　

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
前連結会計年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
上に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
上に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,822百万円

現金及び現金同等物 5,822百万円

現金及び預金勘定 1,292百万円

現金及び現金同等物 1,292百万円

次へ
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(リース取引関係)

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日））及び当連結会計年度（自　平成22年９月１

日　至　平成23年８月31日））

　リース契約１件当たりリース料総額が３百万円を超えるものがないため、記載を省略しております。

　
(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

前連結会計年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資については短期的な預金

に限定し、また調達については銀行借入を基本に考えてお

ります。

(1) 金融商品に対する取組方針

同左

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

買取債権は、顧客の契約不履行によってもたらされる信

用リスクに晒されています。そのため、当該リスクに関して

は、担当部署において、リスク管理規定に従い、取引開始の

前提となる債務者に関する様々な有用情報について詳細な

調査・分析を行い、また、取引開始後において的確な期日管

理・残高管理を行うことにより、可能な範囲で早期把握や

軽減を図っております。

借入金は、変動金利に基づいたものであり、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、短期金利に基づく変動金利で

ありリスクは限定的と考えております。

また借入金は、その決済時において流動性リスクに晒さ

れていますが、当社グループでは、各社が月次で資金繰計画

を見直すとともに、手許流動性の維持等などにより流動性

リスクを管理しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

同左

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)を参照ください。）。
（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(平成22年８月31日)

当連結会計年度

(平成23年８月31日)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 5,822 5,822 － 1,292 1,292 －

(2) 買取債権 8,557　 　 5,830　 　
貸倒引当金（※1） △895　 　 △787　 　
差引 7,661 7,661 － 5,043 5,043 －

資産計 13,483 13,483－ 6,335 6,335 －

(1) 短期借入金 2,150 2,150 － 21,956 21,956－

(2) １年内償還予定の社債 20,500 20,500－ － － －

(3) 長期借入金（※2） 3,503 3,503 － 1,715 1,715 －

負債計 26,153 26,153－ 23,671 23,671－

（※1）買取債権に対応する貸倒引当金を控除しております。

（※2）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(１) 現金及び預金

預金は短期間で決済されるため、時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(２) 買取債権

見積将来キャッシュ・フローまたは担保価値による回収見込額等に基づいて、貸倒見積高を算定しております。

従って、時価は、連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているこ

とから、当該価額をもって時価としております。
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負  債

(１) 短期借入金

短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(２) １年内償還予定の社債

社債の利率は、変動金利に基づいており、短期間の市場金利を反映することから、これらの時価は、帳簿価額と近

似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

(３) 長期借入金

長期借入金の借入金利の利率は、変動金利に基づいており、短期間の市場金利を反映することから、これらの時価

は、帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

　 前連結会計年度

(平成22年８月31日)

当連結会計年度

(平成23年８月31日)
営業投資有価証券

投資有価証券

預り敷金

匿名組合預り出資金

820

304

1,309

1,730

713

304

1,318

1,091

営業投資有価証券及び投資有価証券は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、また

預り敷金及び匿名組合預り出資金は実質的な預託期間を算定することが困難でありかつ金額の重要性も小さいことから、

時価開示の対象とはしておりません。

　

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

　 前連結会計年度
(平成22年８月31日)

当連結会計年度
(平成23年８月31日)

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,822 － － － 1,292 － － －

買取債権 47 200 132 31 37 133 93 12

合計 5,869 200 132 31 1,329 133 93 12

※買取債権のうち、償還予定額が見込めない、5,554百万円は含めておりません。

　

(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。

（追加情報）

前連結会計年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

当連結会計年度から、「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第19号  平成20年３月10日）を適用しております。

________________________

　

(有価証券関係)

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当連結会計年度（自　平成22年９月１

日　至　平成23年８月31日）

有価証券関係注記において記載する有価証券は、金融商品関係注記において時価開示の対象とした有価

証券であるため、該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（平成22年８月31日）及び当連結会計年度（平成23年８月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当連結会計年度（自　平成22年９月１日　

至　平成23年８月31日）

当社グループは、退職金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当連結会計年度（自　平成22年９月１

日　至　平成23年８月31日）

当社グループは、ストック・オプション若しくは自社株式オプションを付与又は自社の株式を交付して

おりませんので、該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

前連結会計年度

(平成22年８月31日)

当連結会計年度

(平成23年８月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産） 　

賞与引当金損金不算入 0百万円

流動化調整引当金損金不算入 11百万円

未払事業税損金不算入 9百万円

サービシング事業原価損金不算入 101百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 451百万円

減価償却費限度超過額 0百万円

繰越欠損金 13,001百万円

たな卸資産評価損損金不算入 710百万円

控除対象外消費税等損金参入限度
超過額

11百万円

その他 271百万円

評価性引当額 △14,228百万円

繰延税金資産合計 340百万円

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 340百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（繰延税金資産） 　

流動化調整引当金損金不算入 2百万円

未払事業税損金不算入 6百万円

サービシング事業原価損金不算入 0百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 382百万円

繰越欠損金 14,063百万円

たな卸資産評価損損金不算入 710百万円

控除対象外消費税等損金参入限度
超過額

7百万円

その他 184百万円

評価性引当額 △14,704百万円

繰延税金資産合計 653百万円

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 653百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5％

　評価性引当額増減 △17.8％

　連結子会社の税率差異 △0.4％

　その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.5％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失で

あったため記載しておりません。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）

共通支配下の取引等

（合併）

１.結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名　　称並

びに取引の目的を含む取引の概要

（株式会社レーサム・キャピタル・インベストメントを存続会社する合併）

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　①結合企業の名称及び事業の内容

　　株式会社レーサム・キャピタル・インベストメント（当社の連結子会社）：投融資事業

　②被結合企業の名称及び事業の内容

　　ディー・アンド・ジー・ワン有限会社（当社の連結子会社）：投融資事業

(2) 企業結合日

　　平成22年２月１日

(3) 企業結合の法的形式

　　株式会社レーサム・キャピタル・インベストメントを存続会社、ディー・アンド・ジー・ワン

　　有限会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

　　株式会社レーサム・キャピタル・インベストメント

(5) 取引の目的を含む取引の概要

　　グループ経営の効率化を図るため、投融資事業を営む上記会社の企業結合を行っております。

　
（株式会社アセット・ホールディングスを存続会社とする合併）

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　①結合企業の名称及び事業の内容

　　株式会社アセット・ホールディングス（当社の連結子会社）：その他の事業

　②被結合企業の名称及び事業の内容

　　有限会社アセット・ソリューション（当社の連結子会社）：サービシング事業

(2) 企業結合日

　　平成22年２月１日

(3) 企業結合の法的形式

　　株式会社アセット・ホールディングスを存続会社、有限会社アセット・ソリューションを消滅

　　会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

　　株式会社アセット・ホールディングス

(5) 取引の目的を含む取引の概要

　　グループ経営の効率化を図るため、上記会社の企業結合を行っております。

２.実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計期間に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成20年12月26日）に基づき

共通支配下の取引として会計処理を行っております。

 

（株式取得）

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び

に取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　グローバル債権回収株式会社：サービシング事業

(2) 企業結合日

　　平成22年１月29日

(3) 企業結合の法的形式

　　株式取得（少数株主からの株式取得）

(4) 結合後企業の名称

　　グローバル債権回収株式会社

(5) 取引の目的を含む取引の概要

　　当社は、グループ経営の効率化を図るため被取得企業を完全子会社化しております。
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２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。

　
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　現金及び預金：240百万円

　
４．負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 負ののれん発生益の金額

　　153百万円

(2) 発生原因

　　追加取得した子会社株式の取得原価と、減少する少数株主持分との差額によるものであります。

　

当連結会計年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

　該当事項はありません。
　

(資産除去債務関係)

当連結会計年度末（平成23年８月31日）

当社グループは、本社事務所等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債務

として認識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

なお、当連結会計年度末における資産除去債務は、負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関連する敷金の回

収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を費用に

計上する方法によっております。
　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自  平成21年９月１日  至  平成22年８月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、開発予定の賃貸等不動産（土地）を所有しております。

　

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

レーサム表参道プロジェクト（連結貸借対照表計上額 29,256百万円）は、開発の初期段階であること

から、時価を把握することが極めて困難であるため、時価の記載は行っておりません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日)

　
資産運用
事業

(百万円)

証券化
事業

(百万円)

プロパティマ
ネジメント事
業(百万円)

サービシン
グ事業

(百万円)

投融資事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計

（百万円）

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売

上高
10,197 35 1,633 3,601 0 602 16,071 － 16,071

　(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － 22 22 (22) －

売上高計 10,197 35 1,633 3,601 0 624 16,093(22) 16,071

　営業費用 9,556 11 1,246 2,818 4 628 14,266 369 14,636

　営業利益又は

営業損失（△）
640 23 386 782 △3 △3 1,826(391) 1,434

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
　 　 　 　 　 　 　 　 　

　資産 34,271 23 191 8,700 828 1,74845,7635,85151,615

　減価償却費 85 1 24 19 － 82 214 25 239

　資本的支出 0 0 0 25 － 13 39 0 39

(注) １　事業区分は、事業内容によって区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1) 資産運用事業　　　　　　　：　収益不動産の調達、運用商品の組成・販売

(2) 証券化事業　　　　　　　　：　運用商品の証券化、機関投資家との共同出資

(3) プロパティマネジメント事業：　賃貸管理、建物管理、不動産資産の収益改善

(4) サービシング事業　　　　　：　債権管理回収、デューディリジェンス

(5) 投融資事業　　　　　　　　：　M&A等による投資・育成、プロジェクトファイナンス

(6) その他の事業　　　　　　　：　ゴルフ場運営等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた事業部門に按分することができない営業費用の金額は391百万

円であり、その主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,886百万円であり、その主なものは当社での余剰

資金(現金及び預金)及び管理部門に係る資産であります。

　
【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日)

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、かつ経営陣による業

績の評価及び経営資源の配分の決定において、定期的に検討を行う対象となっているものであります。報告

セグメントの主要な内容は以下の通りであります。

資産運用事業　　　　　　　：　収益不動産の調達、運用商品の組成・販売

証券化事業　　　　　　　　：　運用商品の証券化、機関投資家との共同出資

プロパティマネジメント事業：　賃貸管理、建物管理、不動産資産の収益改善

サービシング事業　　　　　：　債権管理回収、デューディリジェンス

投融資事業　　　　　　　　：　Ｍ＆Ａ等による投資・育成、プロジェクトファイナンス

その他の事業　　　　　　　：　ゴルフ場運営等
　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用した会計処理

の原則及び手続と同一であります。報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は市場価格等を勘案し決定しております。
　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成21年９月１日  至  平成22年８月31日）

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として「セグメント情報等

の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の情報が

開示されているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

合計
調整額
(注)1

連結財務
諸表計上
額(注)2資産運用事業証券化事業

プロパティマネ
ジメント事業

サービシング
事業

投融資事業 その他の事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

3,852 11 1,561 2,991 － 6589,075－ 9,075

  セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － 0 － 8 8 △8 －

計 3,852 11 1,561 2,991 － 6669,083△8 9,075

セグメント利益
又は損失（△）

△261 △26 388 603 △4 △72 628△329 298

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 68 3 23 22 － 83 201 18 220

(注) １ 調整額の内、セグメント利益の調整額△329百万円には、セグメント間取引消去△７百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△321百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費等であります。

２ セグメント利益又は損失は、連結損益計算書における営業利益と一致しております。

３ 当社は、資産項目についてセグメントごとに配分していないため、開示しておりません。
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【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスごとの情報は「セグメント情報」の「３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資

産、負債その他の項目の金額に関する情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しております。
　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

　　海外に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　当社グループの相手先は、不特定の法人・個人であるため、主要な顧客別の記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　
（追加情報）

当連結会計年度から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 氏名 所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

職業

議決権等の

被所有割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員及
びその
近親者

中瀬令造及びそ
の近親者２名

－ － 当社監査役 直接　0.0 営業取引
不動産の

賃貸契約
13 － －

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産の賃貸契約については、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定しております。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 氏名 所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

職業

議決権等の

被所有割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員及
びその
近親者

中瀬令造及びそ
の近親者１名

－ － 当社監査役 直接　0.0 営業取引
不動産の

賃貸契約
13 － －

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産の賃貸契約については、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定しております。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　該当事項はありません。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

１株当たり純資産額 42,526円09銭 42,056円93銭

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） 1,448円63銭 △482円86銭

（注） 1　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、前連結会計年度及び当連結会計年度は潜在株式が存在せず、また

 当連結会計年度は１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

2　算定上の基礎

（１）１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末
(平成22年８月31日)

当連結会計年度末
(平成23年８月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 19,596 19,380

普通株式に係る純資産額（百万円） 19,596 19,380

差額の主な内訳（百万円） 　 　
少数株主持分 － 0

普通株式の発行済株式総数（株） 460,814 460,814

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 460,814 460,814

　

（２）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

項目
前連結会計年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 667 △222

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 667 △222

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 460,814 460,814

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

利率

(年利 ％)
担保 償還期限

当社 第８回無担保社債 平成18年３月31日 500 － 0.71担保付社債 平成23年３月31日

当社 第10回無担保社債平成18年９月29日 1,000 － 0.76担保付社債 平成22年９月24日

当社 第11回無担保社債平成18年９月29日 1,000 － 0.76 （注） 平成23年３月25日

当社 第12回無担保社債平成19年11月30日18,000 － 0.51担保付社債 平成22年11月30日

合計 ― ― 20,500 － ― ― ―

(注）　無担保社債であります。

　
【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 2,150 21,956 3.571 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,972 676 1.845 －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く）

531 1,039 2.357平成26年１月～平成26年３月

合計 5,653 23,671 － －

(注) １　平均利率の算定は、当期末の残高に対する加重平均利率によっております。利率は年利で表示しております。

２　連結決算日後５年内における長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の１年ごとの返済予定額の総

額

１年超２年以内(百万円)２年超３年以内(百万円)３年超４年以内(百万円)４年超５年以内(百万円)

335 704 － －

３　リース債務及びその他有利子負債はありませんので、記載しておりません。

　
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　

　
(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

第２四半期
自　平成22年12月１日

至　平成23年２月28日

第３四半期
自　平成23年３月１日

至　平成23年５月31日

第４四半期
自　平成23年６月１日

至　平成23年８月31日

売上高（百万円） 1,914 2,017 1,468 3,673

営業利益又は営業損失（△）（百万円） 64 △4 △72 310

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △68 △241 △302 95

税金等調整前四半期純利益金額又は税金等
調整前四半期純損失金額（△）（百万円）

△63 △228 △321 96

四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）（百万円）

△74 △288 △368 509

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純
損失金額（△）（円）

△161.71 △626.75 △800.53 1,106.14
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年８月31日)

当事業年度
(平成23年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,242 785

営業未収入金 46 48

販売用不動産 ※2
 4,170

※2
 5,785

仕掛販売用不動産 ※2
 29,521

※2
 525

前渡金 3 100

前払費用 125 100

短期貸付金 ※1
 700 －

未収還付法人税等 60 70

未収消費税等 93 55

未収配当金 ※1
 240 269

その他 4 2

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 40,200 7,734

固定資産

有形固定資産

建物 373 373

減価償却累計額 △63 △90

建物（純額） 310 282

機械及び装置 1 1

減価償却累計額 － △0

機械及び装置（純額） 1 1

車両運搬具 56 56

減価償却累計額 △43 △47

車両運搬具（純額） 13 9

工具、器具及び備品 357 361

減価償却累計額 △256 △294

工具、器具及び備品（純額） 101 67

土地 － ※2, ※3
 29,256

有形固定資産合計 426 29,616

無形固定資産

ソフトウエア 103 70

その他 4 4

無形固定資産合計 107 74

投資その他の資産

投資有価証券 0 0

関係会社株式 1,057 991

出資金 19 19

関係会社長期貸付金 2,536 2,436
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年８月31日)

当事業年度
(平成23年８月31日)

長期前払費用 13 7

繰延税金資産 － 400

敷金及び保証金 318 234

その他 293 －

貸倒引当金 △1,355 △52

投資その他の資産合計 2,885 4,038

固定資産合計 3,419 33,729

繰延資産

社債発行費 18 －

繰延資産合計 18 －

資産合計 43,638 41,464

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1, ※2
 3,213

※2
 22,001

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,500

※2
 535

1年内償還予定の社債 ※2
 20,500 －

未払金 198 109

未払費用 64 84

未払法人税等 16 16

前受金 83 109

預り金 242 211

流動負債合計 25,818 23,068

固定負債

長期借入金 ※2
 200

※2
 1,039

流動化調整引当金 27 5

預り敷金 1,312 1,321

固定負債合計 1,539 2,366

負債合計 27,358 25,434

純資産の部

株主資本

資本金 5,453 5,453

資本剰余金

資本準備金 6,899 6,899

資本剰余金合計 6,899 6,899

利益剰余金

利益準備金 20 20

その他利益剰余金

別途積立金 10,630 10,630

繰越利益剰余金 △6,723 △6,973

利益剰余金合計 3,926 3,676
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年８月31日)

当事業年度
(平成23年８月31日)

株主資本合計 16,279 16,029

純資産合計 16,279 16,029

負債純資産合計 43,638 41,464
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当事業年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高

資産運用事業収入 8,829 3,852

プロパティマネジメント事業収入 1,548 1,479

証券化事業収入 35 11

サービシング事業収入 － 4

その他の事業収入 3 －

売上高合計 10,416 5,347

売上原価

資産運用事業原価 7,329 3,181

プロパティマネジメント事業原価 990 880

その他の事業原価 0 －

売上原価合計 8,319 4,062

売上総利益 2,096 1,284

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 139 78

役員報酬 127 169

従業員給料及び手当 494 480

賞与 6 2

法定福利費 64 68

福利厚生費 19 7

旅費及び交通費 39 77

通信費 18 16

地代家賃 133 130

水道光熱費 6 6

消耗品費 29 18

租税公課 87 62

賃借料 3 1

支払手数料 188 206

減価償却費 140 112

その他 106 66

販売費及び一般管理費合計 1,605 1,507

営業利益又は営業損失（△） 491 △222

営業外収益

受取利息 ※1
 177

※1
 89

受取配当金 ※1
 300

※1
 304

受取手数料 5 －

その他 10 12

営業外収益合計 492 407
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当事業年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

営業外費用

支払利息 ※1
 242 679

社債利息 145 28

社債発行費償却 106 18

支払保証料 167 40

貸倒引当金繰入額 0 －

その他 9 36

営業外費用合計 672 803

経常利益又は経常損失（△） 312 △618

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 －

関係会社株式売却益 4 3

関係会社配当金 － 40

その他 0 －

特別利益合計 5 44

特別損失

関係会社貸付金譲渡損 22 －

関係会社株式売却損 29 －

関係会社株式評価損 － 15

関係会社貸倒引当金繰入額 － 52

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

その他 0 －

特別損失合計 53 72

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 264 △646

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 － △400

法人税等合計 3 △396

当期純利益又は当期純損失（△） 260 △250
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【売上原価明細書】

　

　

(1)　資産運用事業原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

販売用不動産期首たな卸高 　 4,387　 4,170　

当期販売用不動産仕入高 　 7,069　 4,742　

合計 　 11,457　 8,913　

販売用不動産期末たな卸高 　 4,170　 5,785　

差引販売不動産原価 　 7,287 99.4 3,128 98.3

その他 　 － － 57 1.8

流動化調整引当金繰入額又は戻
入額（△）

　 42 0.6 △3 △0.1

　　　合計 　 7,329 100.0 3,181 100.0

　

(2)　プロパティマネジメント事業原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

支払賃借料 　 733 74.1 625 71.1

管理諸費 　 256 25.9 254 28.9

合計 　 990 100.0 880 100.0

　

(3)　その他の事業原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

その他 　 0 100.0 － －
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当事業年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,453 5,453

当期末残高 5,453 5,453

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,899 6,899

当期末残高 6,899 6,899

資本剰余金合計

前期末残高 6,899 6,899

当期末残高 6,899 6,899

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 20 20

当期末残高 20 20

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 10,630 10,630

当期末残高 10,630 10,630

繰越利益剰余金

前期末残高 △6,984 △6,723

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 260 △250

当期変動額合計 260 △250

当期末残高 △6,723 △6,973

利益剰余金合計

前期末残高 3,665 3,926

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 260 △250

当期変動額合計 260 △250

当期末残高 3,926 3,676

株主資本合計

前期末残高 16,018 16,279

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 260 △250

当期変動額合計 260 △250

当期末残高 16,279 16,029
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年９月１日
　至 平成22年８月31日)

当事業年度
(自 平成22年９月１日
　至 平成23年８月31日)

純資産合計

前期末残高 16,018 16,279

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 260 △250

当期変動額合計 260 △250

当期末残高 16,279 16,029
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【継続企業の前提に関する事項】

　前事業年度(自　平成21年９月１日至　平成22年８月31日)及び当事業年度(自　平成22年９月１日至　平成

23年８月31日)

該当事項はありません。

　

【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成21年９月１日至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日至　平成23年８月31日)

１有価証券の

評価基準及

び評価方法

(1) 子会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

(1) 子会社株式

同左

　 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券

　 時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

時価のないもの

同左

２たな卸資産

の評価基準

及び評価方

法

(1) 販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。

(1) 販売用不動産

同左

(2) 仕掛販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。

(2) 仕掛販売用不動産

同左

(3) 貯蔵品

　最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）によっております。

(3) 貯蔵品

同左

３固定資産の

減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②平成19年４月１日以後に取得したもの

　定率法によっております。

(1) 有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得したもの

同左

②平成19年４月１日以後に取得したもの

同左

ただし、建物については、定額法によってお

ります。

　

　 (2) 無形固定資産

　自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左

４繰延資産の

処理方法

(1) 社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により

償却しております。

(1) 社債発行費

同左

５引当金の計

上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支

給見込額基準により計上しております。

(2) 

―――――――――――――
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　 (3) 流動化調整引当金

　特別目的会社などとの不動産に関する 流動

化取引に付随して、当該資産から生ずる各利害

関係者の満足する適正な投資利回りを調整す

る上で、一定期間、一定金額を負担する契約を

結ぶことがあり、当該契約に基づいて個別に勘

案した将来予想される当社の負担見込額を計

上しております。

(3) 流動化調整引当金

同左

６その他財務

諸表作成の

ための基本

となる重要

な事項

(1) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　なお、控除対象外消費税等は全額当事業年度

の費用として処理しております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資金の会計処理

　匿名組合出資金（金融商品取引法第２条第２

項で規定する有価証券とみなされるもの）に

ついては、匿名組合の純資産のうち当社の持分

相当額を投資有価証券として計上しておりま

す。

(2) 投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資金の会計処理

同左

　
【会計方針の変更】

前事業年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号

　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月

26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第7号　平成20年12月26日）、および「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）が平成21年

４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施

される企業結合及び事業分離等から適用することができ

ることになったことに伴い、当事業年度からこれらの会

計基準等を適用しております。

 
―――――――――――――

 

 
―――――――――――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産除去債務に関する会計基準）

当事業年度から、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、当事業年度の営業損失及び経常損失はそ

れぞれ１百万円増加し、税引前当期純損失は６百万円増

加しております。

【表示方法の変更】

前事業年度

(自　平成21年９月１日 至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日 至　平成23年８月31日)

（貸借対照表）

前事業年度において独立掲記しておりました流動負債

の「未払配当金」（当事業年度1百万円）は、金額が僅少

となったため、流動負債の「未払金」に含めて記載して

おります。

 
―――――――――――――
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【追加情報】

前事業年度

(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日)

 
――――――――――

（資産の保有目的の変更）

保有目的の変更により、当事業年度において、仕掛販売

用不動産の一部を固定資産に振替えております。その内

容は以下のとおりであります。

土地　　　　　29,256百万円

 
――――――――――

（連結納税制度の適用を前提とした会計処理）

当社及び当社の連結子会社の一部は、翌事業年度から

連結納税制度の適用を受けることにつき、国税庁長官の

承認を受けました。また、当事業年度から「連結納税制度

を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（そ

の１）」（実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を

適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その

２）」（実務対応報告第７号）に基づき、連結納税制度

の適用を前提とした会計処理を行っております。

【注記事項】

(貸借対照表関係)
前事業年度

(平成22年８月31日)

当事業年度

(平成23年８月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

未収配当金 240百万円

短期貸付金 700百万円

短期借入金 1,063百万円

 

―――――――――――――

　 　
　 　

 

※２　担保に供している資産対応債務

（担保提供資産）

販売用不動産 2,373百万円

仕掛販売用不動産 29,399百万円

合計 31,773百万円

 

※２　担保に供している資産対応債務

（担保提供資産）

販売用不動産 4,538百万円

仕掛販売用不動産 339百万円

土地 29,256百万円

合計 34,134百万円

 
（対応債務）

短期借入金 2,150百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,500百万円

１年内償還予定の社債 19,500百万円

長期借入金 200百万円

合計 23,350百万円

 

（対応債務）

短期借入金 21,956百万円

１年内返済予定の長期借入金 302百万円

長期借入金 669百万円

合計 22,927百万円

 

―――――――――――――

 

※３　有形固定資産の土地には「レーサム表参道プロ

ジェクト」に係る開発予定の土地29,256百万円が含

まれております。

　
　

(損益計算書関係)
前事業年度

(自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日)

当事業年度

(自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日)

※１　関係会社に対する事項

受取利息 174百万円

受取配当金 300百万円

支払利息 81百万円

※１　関係会社に対する事項

受取利息 89百万円

受取配当金 304百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当事業年度（自　平成22年９月１日　至
　平成23年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
　

(リース取引関係)

前事業年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）及び当事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年

８月31日）

リース契約１件当たりのリース料総額が３百万円を超えるものがないため記載を省略しております。
　

(有価証券関係)

前事業年度（平成22年８月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　1,057百万円）は市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから記載しておりません。
　

当事業年度（平成23年８月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　991百万円）は市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから記載しておりません。

　

(税効果会計関係)
前事業年度

(平成22年８月31日)
当事業年度

(平成23年８月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 　

流動化調整引当金損金不算入 11百万円

未払事業税損金不算入 5百万円

繰越欠損金 12,903百万円

たな卸資産評価損損金不算入 710百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 554百万円

減価償却費限度超過額 0百万円

控除対象外消費税等損金参入限度
超過額

11百万円

関係会社株式評価損 80百万円

その他 64百万円

評価性引当額 △14,341百万円

繰延税金資産合計 ―

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 ―

繰延税金資産の純額 ―

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 　

流動化調整引当金損金不算入 2百万円

未払事業税損金不算入 5百万円

繰越欠損金 13,916百万円

たな卸資産評価損損金不算入 710百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 24百万円

控除対象外消費税等損金参入限度
超過額

6百万円

関係会社株式評価損 3百万円

その他 46百万円

評価性引当額 △14,315百万円

繰延税金資産合計 400百万円

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 ―

繰延税金資産の純額 400百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 8.6％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △45.0％

　評価性引当額増減 △4.8％

　その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等負担率 1.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度は税引前当期純損失であったため記載し

ておりません。
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）

提出会社の詳細は、第５「経理の状況」１「連結財務諸表等」（企業結合等関係）における記載内容と同

一のため記載しておりません。

　
当事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当事業年度末（平成23年８月31日）

当社は、本社事務所等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債務として認

識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

なお、当事業年度末における資産除去債務は、負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関連する敷金の回収が

最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する

方法によっております。

　

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当事業年度

（自　平成22年９月１日

   至　平成23年８月31日)

１株当たり純資産額 35,327円87銭 34,784円44銭

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） 566円02銭 △543円43銭

（注）1　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、前事業年度及び当事業年度は潜在株式が存在せず、また当事業年度は

１株当たり当期純損失のため、記載しておりません。

2　算定上の基礎

(１)　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

(平成22年８月31日)
当事業年度末

(平成23年８月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 16,279 16,029

普通株式に係る純資産額（百万円） 16,279 16,029

普通株式の発行済株式総数（株） 460,814 460,814

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 460,814 460,814

　

(２)　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

項目
前事業年度

(自　平成21年９月１日
　至　平成22年８月31日)

当事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 260 △250

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 260 △250

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 460,814 460,814

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により

記載を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累計
額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 373 － － 373 90 27 282

　機械及び装置 1 － － 1 0 0 1

　車両運搬具 56 － － 56 47 4 9

　工具、器具及び備品 357 3 － 361 294 37 67

　土地 － 29,256 － 29,256 － － 29,256

　　有形固定資産計 789 29,259 － 30,049 433 69 29,616

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 222 11 － 233 163 45 70

　その他 4 － － 4 0 0 4

　　無形固定資産計 226 11 － 238 163 45 74

長期前払費用 19 － － 19 12 6 7

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　社債発行費 347 － 347 － － 18 －

　　繰延資産計 347 － 347 － － 18 －

（注)　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

保有目的の変更による仕掛販売用不動産からの振替額　土地　　29,256百万円

　
【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,363 59 1,359 3 59

流動化調整引当金 27 － 17 3 5

(注)１　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額１百万円、債権回収による戻入額１百万円

　　　　であります。

　　２　流動化調整引当金の「当期減少額(その他)」は、費用負担見込額の減少による戻入であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金

普通預金 784

別段預金 0

計 784

合計 785

ロ　営業未収入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

その他 48

合計 48

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

──────× 100
 (Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ)
─────

2
───────

(Ｂ)
─────
365

46 407 405 48 89.3 42.5

（注）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ハ　販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（百万円）

住宅、オフィス、商業ビル他 15,110.71 5,785

合計 15,110.71 5,785

ニ　仕掛販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（百万円）

開発用地他 3,817.82 525

合計 3,817.82 525

ホ　関係会社長期貸付金

相手先 金額（百万円）

㈱アセット・ホールディングス 1,495

㈱レーサム・キャピタル・インベストメント 941

合計 2,436

ヘ　短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 19,400

㈱みずほ銀行 2,556

㈱レーサムクリエイト 45

合計 22,001

　
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 9月１日から8月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 8月31日

剰余金の配当の基準日 2月末日、8月31日

１単元の株式数 ―

公告掲載方法
当会社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行
う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）平成23年11月25日開催の第20期定時株主総会決議を以って、事業年度は次のようになりました。

事業年度 4月１日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日

なお、第21期事業年度については、平成23年9月1日から平成24年3月31日までの7ヶ月となります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を関東財務局長に提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第19期（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）を平成22年11月29日に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第19期（自　平成21年９月１日　至　平成22年８月31日）を平成22年11月29日に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第20期第１四半期（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）を平成23年１月13日に提出

第20期第２四半期（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）を平成23年４月13日に提出

第20期第３四半期（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）を平成23年７月13日に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年11月26日

株式会社　レーサム

取締役会　御中

三　優　監　査　法　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　藤　　智　弘　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　村　　啓　文　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社レーサムの平成21年9月1日から平成22年8月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社レーサム及び連結子会社の平成22年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

追記情報

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より企業結合に関する会計基準（企業会計

基準第21号 平成20年12月26日）等を適用している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社レーサムの

平成22年8月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社レーサムが平成22年8月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年11月25日

株式会社　レーサム

取締役会　御中

三　優　監　査　法　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　藤　　智　弘　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　村　　啓　文　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社レーサムの平成22年9月1日から平成23年8月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社レーサム及び連結子会社の平成23年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より

「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社レーサムの

平成23年8月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社レーサムが平成23年8月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年11月26日

株式会社　レーサム

取締役会　御中

三　優　監　査　法　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　藤　智　弘　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　村　啓　文　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社レーサムの平成21年9月1日から平成22年8月31日までの第19期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社レーサムの平成22年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年11月25日

株式会社　レーサム

取締役会　御中

三　優　監　査　法　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　藤　智　弘　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　川　村　啓　文　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社レーサムの平成22年9月1日から平成23年8月31日までの第20期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社レーサムの平成23年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」を適

用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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